
○ 自立支援プログラムの事例（釧路市） 

 

 釧路市では、平成１６・１７年度の「母子世帯自立支援モデル事業」を経て、１８年度から従来の就労支援事業も含めた当市の自立支援プロ 

グラムを体系的に整理した。 併せて、対象を母子世帯から全世帯とするとともに、プログラムメニューの拡充を図ってきた。 

１８年度では、就労型支援プログラム４本、生活型プログラム１０本に４４７人が参加した。 

 
 
 
 
 ○全世帯を対象としたことから、母子世帯自立支援モデル事業で策定したプログラムに加えて、作業型のプログラムの策定が 必要と考え、市

役所内の関係部署や福祉関係団体等に打診し協力を求め、新たに公園管理、動物園整備、授産施設の作業等のプログラムが実現した。 

 

 
 
 
 

○ 就労型～生活保護受給者等就労支援事業・就労支援員による就労支援事業・資格取得講座等受講支援・生業扶助による資格取得支援 

○ 生活型～就業体験的ボランティア事業（公園清掃・動物園管理・障がい者作業所、介護施、病院等）日常生活意欲向上支援（親子サロン 

      における交流事業）就業体験事業（知的障がい者、精神障がい者授産施設での作業）その他（多重債務者支援・ＤＶ被害者支援） 

 
 
 
 参加者数  延べ参加者数   就職者数  保護廃止世帯数 

生活型プログラム   １５５    ９７８    ６     １ 

就労型プログラム   ２９２     －   ９８    ２９ 

 

1.自立支援プログラムの策定過程 

2.プログラムの内容 

3.支援の効果 



○ 雇用対策協議会、社会福祉士会と連携した自立支援の事例（埼玉県）

埼玉県では、平成１７年度から自立支援の一環として県の福祉事務所における就労支援業務を埼玉県雇用対策協議会に、日常生
活自立・社会生活自立については県社会福祉士会にそれぞれ委託している。また、「埼玉県版 生活保護自立支援プログラム策定の
手引き」を作成し、県内の福祉事務所のおける自立支援プログラムの策定を支援している。

○ 自立支援プログラムの導入に伴い、生活保護受給者の自立を支援する視点に立ったケースワークを積極的に推進する必要があることから、県内

の福祉事務所の特色ある自立支援プログラムの策定に資するため、 平成１７年１１月に「埼玉県版 生活保護自立支援プログラム策定の手引

き」を作成。県内の福祉事務所は、この手引きに沿って、生活保護受給者のアセスメントを行い自立支援の取組を始めているところ。

３．埼玉県版 生活保護自立支援プログラム策定の手引き作成

○ 平成１７年度 埼玉県雇用対策協議会から県の１福祉事務所に対し、就労支援専門員１人を派遣し、就労支援を実施

埼玉県社会福祉士会から県の２福祉事務所に対し、自立支援専門員４人を派遣し、退院支援等の日常生活支援を実施

○ 平成１８年度 埼玉県雇用対策協議会から県の４福祉事務所に対し、就労支援専門員２人を派遣し、就労支援を実施

埼玉県社会福祉士会から県の４福祉事務所に対し、自立支援専門員６人を派遣し、退院支援等の日常生活支援を実施

○ 平成１９年度 埼玉県雇用対策協議会から県の１０福祉事務所に対し、就労支援専門員４人を派遣し、就労支援を実施

埼玉県社会福祉士会から県の１０事務所に対し、自立支援専門員９人を派遣し、退院支援等の日常生活支援を実施

２４７５１７８平成１８年度

保護廃止数新規就労者数支援者数就労支援（４事務所）

６１１５１平成１８年度

社会的入院患者の退院目的達成者支援者数自立支援（４事務所）

○ 就労支援の内容

就労意欲の向上、就労に向けた日常生活の確立から、求職活動を行う上で必要な履歴書の書き方、面接の受け方、ハローワークの活用方法等

の指導などの就労支援を、雇用対策事業等を実施している埼玉県内の企業で構成される雇用対策協議会に委託することで効果的に実施。

○ 日常生活支援の内容

社会的入院患者の退院支援、退院後の日常生活支援を、社会福祉士会に委託することで、社会福祉士資格者だけではなくケアマネージャーの

有資格者や生活保護のケースワーカー経験者が自立支援専門員として自立支援を実施。

４．就労・自立支援の効果

１．就労・自立支援業務の委託

２．就労・自立支援の内容



○ 多重債務者の債務整理に関する自立支援プログラムの事例（東京都）

東京都では、多重債務を抱える生活保護受給者の生活の立て直しを図ることを目的とし、平成１７年度から、都の単独事業で、破産
宣告手続を行う際に裁判所へ支払う予納金の一部を補助し、管内福祉事務所の多重債務者への取組を支援している。

２．平成１８年度の支援の効果

○ 東京都の取組

平成１７年度から、都の単独事業として被保護者自立促進事業を実施し、破産宣告手続を行う際に裁判所へ支払う予納金の一部を補助し（１件約

15,000円程度）、管内の福祉事務所における多重債務者への取組を支援。

○ 各区の取組

多重債務者の債務整理を支援するプログラムを策定し支援を実施。具体的には、日本司法支援センターの無料法律相談を活用し、弁護士による債

務整理手続上の助言、法律扶助協会の法律扶助、被保護者自立促進事業による予納金補助の支援により、債務整理又は破産宣告の手続を行う。

※プログラム策定自治体…足立区（平成17年4月策定）、板橋区（平成18年4月策定） 、杉並区（平成18年11月策定） 、大田区（平成18年11月策定）

○ 杉並区の取組

杉並区においては、やまて企業組合に業務委託し、多重債務者に対する支援を実施。

○ 大田区の取組

大田区においては、債務整理又は破産宣告後、再発防止の観点から、自助グループへの参加も推奨する。

１．東京都内の福祉事務所における多重債務者に対する支援の状況

１３債務整理支援プログラム大田区

１３３１債務整理支援プログラム杉並区

４６多重債務解消支援プログラム板橋区

２３２３多重債務整理支援プログラム足立区

達成者数参加者数個別支援プログラム名



○ 就労支援プログラムの事例（足立区）

足立区では、就労可能な者に対する支援を組織的に行うための取組みとして、平成１７年度には就労支援の手引きを作成し、福祉事
務所に就労支援員を配置するなどし、就労支援に関する複数の個別支援プログラムを策定し就労支援を実施している。

○ ６ヶ月以上の通院を継続している稼働年齢層でかつ働いていない者の稼働能力について、嘱託医、査察指導員、ケースワーカーが、レセプト、医療

要否意見書を活用し医学的な判定を行う（毎年５月）。

○ １５歳から６４歳までの者全てについて、稼働能力の有無及び程度、就労に対する意欲の有無等を検討（毎年６月）。

○ 稼働能力の把握を踏まえた就労支援の実施（毎年７月～）。

２．就労支援の流れ

○ 平成１７年度に、就労支援の手引きを作成し、自立支援プログラムの考え方に沿った就労支援を実施。

○ 複数の就労支援プログラムを策定

就労意欲の程度に着目した生活保護受給者等就労支援事業、就労支援員による就労支援プログラム、ケースワーカーによる就労支援プログラム、就

労意欲を喚起するセミナーの開催だけではなく、高齢者や障害者については、就労することにより社会参加を目指すプログラムを策定するなどし、就

労に関する幅広いプログラムを整備し支援を実施。

○ 就労支援員の配置

平成１７年度から、就労支援員６名を福祉事務所（全５カ所）に配置し、就労支援を実施。

○ 求職活動支援セミナーの開催

就労意欲が十分でない者を対象に、足立区自立支援課及び就労支援員の企画により、求職活動の心構えや履歴書の書き方、面接の受け方等の講義、

ロールプレイングによる模擬面接などを実施する求職活動支援セミナーを２日間開催し、その後、出席者全員に対し就労支援員による１時間程度の面

接を実施。

１．就労支援に関する複数のプログラムを策定

０２３９１若年・高齢者・障害者活用プログラム

０７５３求職活動セミナー

１１６３８９６６５ケースワーカーによるプログラム

３０２０４３５５就労支援員によるプログラム

６３７６５生活保護受給者等就労支援事業

保護廃止者数就労開始者数支援対象者数

３．就労支援の効果（平成１８年度）



○ 日常生活の自立支援プログラムの事例（新宿区）

新宿区では、平成１７年度から、就労支援員を配置し就労支援を実施。その他、ＮＰＯ法人に委託し、生活保護受給者の基本的な生
活習慣を確立するための就労前支援も実施。

１．就労支援員による就労支援の効果

４８４５２１４３２平成18年度

収入増加世帯数保護廃止世帯数就労開始者数支援対象者数就労支援員

○ 生活保護受給者の日常生活習慣を確立し、就労意欲の向上、地域社会への適応を図ることを目的として、ＮＰＯ法人に委託し、健康保持、規則

正しい生活、社会生活に関する事業を実施。

○ 具体的には、１対１のインテーク面接を行った上で、新宿生活さぽーとセンターで実施する正しい食習慣の確立、居宅の清掃、パソコン教室、

公共施設の清掃等の体験、自己紹介の方法や計画的なお金の使い方を学ぶ等の11の講座を実施（平成18年4月～19年3月で延べ1,956人が参加）。

○ 事業効果として次のような事例が認められる。

（事例） パソコン教室に参加し、パソコンに触れることが無かった利用者がパソコンに慣れ親しみ、パソコンを自由に使えるパソコン広場に

参加して、就労につなげられる可能性を実感し、就労に対する意欲が向上した。

２．新宿らいふさぽーとプラン

○ 生活保護受給者の就学児童を対象に、基本的生活習慣を確立し学力を向上させることを目的として、ＮＰＯ法人に委託し、教員免許又は臨床心理

士資格の相談員が家庭訪問し、規則正しい生活や社会生活に関することを助言。

○ また、新宿生活さぽーとセンターの講座に参加（平成１８年４月～１９年３月の支援対象者数は９人）。

○ 福祉事務所職員と相談員、学校関係者、保健師、民生委員等によるケースカンファレンスの実施。

○ 事業効果として次のような事例が認められる。
（事例） 父親の死亡後、情緒不安定で不登校となった母子世帯の中学生が、相談員の家庭訪問による面接、助言、新宿生活さぽーとセンターの講座

に参加することにより、情緒が安定してきて、学校へも登校し始めた。

３．オンリー・アット・新宿



支援対象者数 就労開始者数 保護廃止世帯数 収入増加世帯数

平成14年度

平成15年度

平成16年度 9

2

2

75

81

52

2,293

928

平成17年度

平成18年度 25

22

435

44

30

1,072

755

1,415

1,015

11

343

260

159

8

41

1,871

594

就労支援員数

○　就労支援プログラムの事例（横浜市）

　横浜市では、就労可能な者に対する支援を組織的に行うための取組みとして、平成１２年度に「就労支援のてびき」を作成し、平成１４
年度から福祉事務所に就労支援員を配置し、就労支援を実施している。また、平成１８年２月から無料職業紹介事業を実施。

○　平成１２年度から、各福祉事務所における就労支援の実施例を集約した「就労支援のてびき」を作成し、組織的に就労支援を実施。
○　平成１７年１０月、「就労支援のてびき」を「自立支援プログラムのてびき」と改訂し、就労支援の取組みを自立支援プログラムとして整理。

１．自立支援プログラムのてびき作成

○　平成１４年度から１５年度、中区において就労支援員２名を配置しモデル事業を実施
○　平成１６年度から、就労支援員９名を福祉事務所に配置し全区で就労支援事業を実施
○　平成１７年度から、全福祉事務所（１８ヵ所）に就労支援員２２名（平成１８年度からは２５名）を配置し就労支援事業を実施。

２．就労支援員の配置

○　就労支援検討会の設置
　　幹部職員、査察指導員、ケースワーカー等で構成する就労支援検討会を福祉事務所に設置し、就労可能な生活保護受給者に対する就労支援の方
  法、支援の内容、就労支援継続の可否を決定
○　就労支援員による支援
　　就労支援員は、就労支援検討会の決定に基づき、求職情報の収集・提供、求職活動（服装、心構え、履歴書の書き方、面接の受け方等）支援、
  ハローワークや企業面接への同行支援等を実施
○　無料職業紹介事業の実施
　　専門業者に委託し求職活動を行っている生活保護受給者の職歴能力等にあう求人開拓を行い、生活保護受給者と求人を就労支援員がマッチング

３．就労支援

４．就労支援の効果



○ 日常生活の自立支援プログラムの事例（福井県）

福井県若狭健康福祉センターでは、平成１８年度からＣＷ、保健師、栄養士が連携し、在宅被保護者のうち、特に保健指導や栄養指
導が必要と思われる世帯に対し、疾病の改善、健康の維持増進(医療扶助費削減）を目的にプログラムを策定し支援している。

○ 健康維持、疾病予防、早期発見、早期治療など積極的に取り組む意識が十分でない被保護世帯に対し、その世帯の生活環境
（衣・食・住の状況、衛生面） 、健康状態（栄養、休養、運動、自覚症状等） 、心の状態（寂しさ、不安）などを改善すべく、効果的な支援
方策を所内関係者検討会（保健師、栄養士、ＳＶ、ＣＷ）にて決定し、ＣＷの家庭訪問時に保健師または栄養士が同行し、保健指導や
栄養指導等を行う。

１ 概要

○慢性疾患を抱える被保護者

通院状況や服薬状況、担当医からの指示、指導事項の聞き取り。阻害要因を分析し、良好な療養態度を継続するよう指導する 。

○ 閉じこもりがちな被保護者

閉じこもっている理由等を聞き取り、精神的なもの・体力的なものの要因別に町内に所在する高齢者センターや入浴施設等への通所を働きかける。

○ 栄養状態が不適当な被保護者

嗜好調査（好き嫌いを含めた）により、好む食材等による効果的な栄養摂取方法や代表的な献立例を指導する。

低廉な費用でできる食材の情報提供やその入手方法、各食材ごとの賞味期限、調理における衛生管理の方法などの指導を行う。

○ 認知症状が出現している被保護者

生活面、衛生面、金銭管理面等総合的に判断し、在宅生活可能な者は、継続して指導。要介護認定を要する者は、申請勧奨や施設入所の可能性を検討する。

２．支援内容

支援対象者 平成１８年度 ５人 平成１９年度 ５人

○専門知識を持つ保健師、栄養士が家庭訪問を行うため、被保護者に健康に関する意識が高まった。

○問診・血圧測定等により健康面を含めた安心感がうまれ、孤立しがちな被保護者の心の面においても効果があった。

○メタボリック症候群の被保護者は、自ら体重管理を行う努力を行うなど意欲の増長が見られた。

○目に見える医療扶助費削減には至っていないが、疾病予防、状態の維持により医療扶助費削減につながっていると推則される。

３．支援結果



○日常生活や社会生活での自立を支援するプログラムの事例（岐阜市）

岐阜市では、保護世帯類型別では高齢者世帯の占める割合が高く、又単身世帯が非常に多い状態である。これに対応する職
員は比較的若く経験の浅い職員が多く指導、支援において苦慮することが多いこともあり、平成１８年度から高齢者の日常
生活や社会参加を支援する他法他施策・を活用した個別支援プログラム（高齢者健康維持・向上プログラム）を策定し、介
護保険担当部署、高齢者福祉担当部署や社会福祉協議会、地域包括支援センターと連携し日常生活に関する支援、社会参加
に関する支援を実施。

○岐阜市の介護保険担当部署が管理している地域包括支援センターでの介護相談・予防事業や、高齢者福祉担当部署で実施している生きがい対策
事業、高齢者サービス事業、日常生活用具給付事業、社会福祉協議会で実施している地域の福祉事業、在宅福祉サービス事業、福祉サービス利用
支援幕ﾆ、シルバー人材センターへの登録、老人クラブが実施する事業などを社会資源として、個別支援プログラムの社会資源の活用に利用して、
高齢者の日常生活や社会参加の支援を実施。

１．概 要

○社会参加を目的とした支援メニュー
高齢者ふれあい入浴、高齢者大学への参加、地域公民館行事の参加、老人クラブの実施事業に参加し社会とのつながりの維持・向上
を図る。また、各事業に参加する際、移動が困難な者については、民生委員、自治会、ボランテイアへの協力依頼。

○健康維持を目的としたメニュー
養護老人ホームへの入所、生活管理指導短期宿泊事業、配食サービス事業、老人健康農園事業へ参加し健康管理状況について主治医、
ソーシャルワーカーとの連携、保健所による健康検査の増進を図る。

○日常生活の維持を目的としたメニュー
社会福祉協議会の日常生活自立支援事業の活用、愛の一声運動推進員の利用、緊急通報システムの利用、民生委員、保健師、地域包
括支援センター職員による家庭訪問にて日常生活の維持を図る。

○就労しながら介護予防や生きがい作りを目的とするメニュー
シルバー人材センターへ登録したり、自分の特技を生かし小学校でのボランテア参加による介護予防、生き甲斐作りの増進を図る。

２．支援内容

３．支援結果

○ 平成18年６月から実施し、支援参加者20人、養護老人ホームに入所1名（年金収入にて自立）、グループホーム入所2名
継続１７名 （18年度の集計）



　　尼崎市では、長期入院患者に対する支援を組織的に行うための取り組みとして、平成17年度から退院促進支援員を配置し、退院促

　院促進及び自立支援を実施している。

　　　　精神疾患による長期入院患者全員の病状について、主治医訪問、レセプトの内容等により病状を把握のうえ判定を行い、退院可能

介護保険施設 自立支援施設 生活保護施設 老人福祉施設 年金自立 他市移管 居宅復帰

190 100 17 4 2 3 1 4 1 2

　　　・選定した支援対象者に対して、退院への意欲喚起。

○　精神障害者退院促進プログラムの事例（尼崎市）

　○　支援対象者の選定

　○　精神障害者退院促進支援員による支援

　進事業支援を実施してきたが、更に、平成１９年度から精神障害者退院促進支援員を配置し、精神障害者長期入院患者を対象に、退

　○　平成１９年度から、福祉事務所に精神障害者退院促進支援員１名を配置している。

　○　生活保護受給者のうち、精神疾患による長期入院患者

　　　な者を選定する。

　　　・扶養義務者に対して、引き取り、施設入所時及び居宅生活時の協力依頼。

　　　・退院後の受入先となる救護施設やグループホーム等の開拓と受入依頼等の連絡調整。

　○　障害者自立支援法における精神障害者退院促進支援事業の充実化が図られており、関係部局及び医療機関・施設等との連携を図

　　り支援を行っていく。

平成19年
度(4～12
月)

内　　　　　　　　　　　　　　　訳
退院者数

精神障害者退院促
進支援員

1

長期入院
患者数

支援対象
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　１．精神障害者退院促進支援員の配置

　２．支援対象者

　３．精神障害者退院促進の方法

　４．関係機関との連携

　５．退院支援の効果


